
自動車エコ事業所認定制度に係る事務取扱要領 

 
 （目的） 
第１条 この要領は、自動車エコ事業所認定制度実施要綱（以下「要綱」という。）

第 11 条に基づき、自動車エコ事業所認定制度の実施に当たり必要な事項を定める

ものとする。 
 
 （申請受付期間） 
第２条 要綱第３条に規定する別に指定する期間は、毎年度７月の最初の開庁日から

９月の最後の開庁日までを基本とする。 
 

（申請添付書類） 
第３条 事業者は、要綱第３条の規定により自動車エコ事業所認定申請書を提出する

に当たり、事業所の所在地、施策への取組状況等を明らかにするため、自動車エコ

事業所認定申請書の添付書類（別紙１）を添付するものとする。 
２ 前項に規定する自動車エコ事業所認定申請書の添付書類のうち、事業所に導入さ

れている自動車の一覧表については別紙様式第１により、過去３年間に導入した自

動車の一覧表については別紙様式第２により、従業員の主たる通勤方法の内訳表に

ついては別紙様式第３により、提出するものとする。 
 
（申請から認定までの事務処理） 
第４条 事業者が要綱第３条に基づき自動車エコ事業所認定申請書を提出してから、

要綱第５条に規定する、認定事業者に対する認定証及び表示板の交付までの事務処

理については、要綱第３条から第５条の規定に従うほか、別紙２のとおり進めるも

のとする。 
 
 （認定基準の各取組の審査方針） 
第５条 要綱第４条の規定による認定基準への適合の審査に当たっては、認定基準の

各取組の審査方針（別紙３）により審査するものとする。 
 
   附 則 
 この要領は、平成１６年７月２３日から施行する。 
 
   附 則 
 この要領は、平成１９年８月１５日から施行する。 
 
   附 則 
 この要領は、平成２０年８月１日から施行する。 
 
   附 則 
 この要領は、平成２１年３月１６日から施行する。 
 
 



   附 則 
 この要領は、平成２１年８月２１日から施行する。 
 
   附 則 
 この要領は、平成２２年８月２０日から施行する。 
 
   附 則 
 この要領は、平成２３年８月１７日から施行する。 
 
   附 則 
 この要領は、平成２４年９月１４日から施行する。 
 
   附 則 
 この要領は、平成２５年９月１０日から施行する。 
 
   附 則 
 この要領は、平成２６年７月２９日から施行する。 
 
   附 則 
 この要領は、平成２７年７月３日から施行する。 
 
   附 則 
 この要領は、平成２９年７月５日から施行する。 
 
   附 則 
 この要領は、平成３０年４月１日から施行する。 
 
   附 則 
 この要領は、平成３０年７月２日から施行する。 
 
   附 則 
 この要領は、令和元年７月１日から施行する。 
 
   附 則 
 この要領は、令和２年７月１日から施行する。 
 
   附 則 
 この要領は、令和３年７月１日から施行する。 
 
   附 則 
 この要領は、令和５年７月３日から施行する。 
 
   附 則 
 この要領は、令和６年４月１日から施行する。 



自動車エコ事業所認定申請書の添付書類 
 
①申請書に必ず添付が必要な書類 
 事業所付近の地図（最寄り駅等から事業所までがわかるもの） 
 
②各取組の添付書類 

取     組 添付書類 

ゼロエミッション自動

車の導入 

・事業所に導入されている自動車の一覧表（別紙様式第１） 

・ＥＶ・ＰＨＶ・ＦＣＶの車検証の写し 

・過去３年間に導入した自動車の一覧表（別紙様式第２） 

・過去３年間に導入したＥＶ・ＰＨＶ・ＦＣＶの車検証の写し 

電動車の導入 
・過去３年間に導入した自動車の一覧表（別紙様式第２） 

・過去３年間に導入した電動車の車検証の写し 

ＥＶ・ＰＨＶ・ＦＣＶタ

クシー、ＥＶ・ＰＨＶ・

ＦＣＶカーシェアリン

グの導入 

・導入されているＥＶ・ＰＨＶ・ＦＣＶの一覧表（別紙様式第１） 

・ＥＶ・ＰＨＶ・ＦＣＶの車検証の写し 

・ＥＶ・ＰＨＶ・ＦＣＶタクシー、ＥＶ・ＰＨＶ・ＦＣＶカーシェア

リングに関する規約類（利用案内、利用者約款等） 

・ＥＶ・ＰＨＶ・ＦＣＶカーシェアリングの実施場所の位置が把握で

きる地図等。 

・ＥＶ・ＰＨＶ・ＦＣＶカーシェアリングの現況がわかる写真（案内

表示等の状況が確認できるもの） 

電気バスや燃料電池バ

ス、電気トラックや燃料

電池トラック、燃料電池

フォークリフトの導入 

・電気バスや燃料電池バス、電気トラックや燃料電池トラック、燃料

電池フォークリフトの一覧表（別紙様式第１）及び車検証の写し等 

ＥＶ・ＰＨＶ・ＦＣＶに

対する料金割引制度 

・料金設定に関する規約類（利用案内や利用者約款等、料金割引の実

態がわかる資料） 

ＥＶ・ＰＨＶ・ＦＣＶで

の配送制度 

・ＥＶ・ＰＨＶ・ＦＣＶでの配送の指示がわかる契約書、規約等の写

し 

・その他ＥＶ・ＰＨＶ・ＦＣＶでの配送実績がわかる書類 

共同輸配送制度 
・共同輸配送の指示がわかる契約書、規約等の写し 

・その他共同輸配送の内容がわかる書類 

一般開放されたＥＶ・Ｐ

ＨＶ用充電設備の設置 

・事業所内における充電設備の位置が把握できる地図等 

・充電設備の平面図等説明用図面類 

・充電設備に関する規約類（利用案内、利用者約款等） 

・充電設備の現況がわかる写真（充電設備の表示、案内看板等の状況

が確認できるもの） 

（太陽光発電設備等の再生可能エネルギー設備と接続されている場

合） 

・再生可能エネルギーと充電設備の接続が確認できる図面類 

従業員向けＥＶ・ＰＨＶ

用充電設備の設置 

・事業所内における従業員向けＥＶ・ＰＨＶ用充電設備の位置が把握

できる地図等 

・従業員向けＥＶ・ＰＨＶ用充電設備の平面図等説明用図面類 

別紙１ 



・従業員向けＥＶ・ＰＨＶ用充電設備に関する規約類（利用案内、利

用者約款等） 

・従業員向けＥＶ・ＰＨＶ用充電設備の現況がわかる写真（従業員向

けＥＶ・ＰＨＶ用充電設備の状況が確認できるもの） 

（太陽光発電設備等の再生可能エネルギー設備と接続されている場

合） 

・再生可能エネルギーと充電設備の接続が確認できる図面類 

燃料電池自動車用の充

填設備の設置 

・事業所内における充填設備の位置が把握できる地図等 

・充填設備の平面図等説明用図面類 

・充填設備に関する規約類（利用案内、利用者約款等） 

・充填設備の現況がわかる写真（充填設備の表示、案内看板等の状況

が確認できるもの） 

（太陽光発電設備等の再生可能エネルギーを活用して製造した水素を

充填している場合） 

・再生可能エネルギー由来の水素製造又は同水素購入が確認できる図

面類又は書類 

公共交通機関の利用促

進等 

・従業員の主たる通勤方法及びその方法別の人数がわかる内訳表 

（別紙様式第３） 

・主要駅（停留所）と事業所の位置関係が把握可能な地図等〔事業所

から最も近い駅（停留所）を主要な公共交通機関の駅（停留所）と

しない場合は、主要な公共交通機関の駅（停留所）よりも事業所に

近い駅（停留所）をすべて地図上に示すとともに、その理由を別紙

で添付すること〕 

パーク・アンド・ライド

用駐車場の提供 

・事業所内における駐車場の位置が把握できる地図等 

・駐車場の平面図等説明用図面類 

・駐車場に関する規約類（利用案内、利用者約款等） 

・駐車場の現況がわかる写真（駐車場の表示、案内看板等の状況が確

認できるもの） 

その他の地球温暖化対

策に資する取組 

・導入した設備の設置場所の位置図や平面図等の説明用図面 

・導入した設備の現況等がわかる写真 

 



自動車エコ事業所認定制度 事務処理の流れ 

  

 

 
 

事 業 所 

①申請書の受付 

（地球温暖化対策課） 

・申請書提出期間内に事業所から提出のあった申請書を受け付ける。 

②－１ 提出書類による事前審査 

・受け付けた申請書類に記載されている「取組状況欄」の記載内容につい

て添付書類により確認する。 
・記載漏れ、誤記、添付書類不足等があれば申請者に訂正・追加提出を指

示する。 

②－２ 現地確認による事前審査 

申請書記載の「取組状況欄」の記載内

容について必要に応じ現地確認を行

い、復命書を申請書に添付する。 

４点に満たない申請者に対し、取組内容の改善等が可能かどうか打診し、可

能であれば申請書の修正等を指導する。 

③審査・認定 

審査の結果、認定基準に適合するものについて、自動車エコ事業所として

認定する。 
（必要があれば、申請者に対し補足資料等の提出を指示する。） 

④認定証・表示板の交付 

原則、毎年開催している「あいち地球温暖化対策フォーラム」の場で認定

事業所に対し認定証・表示板を交付する。 認定証・ 
表示板交付 

認定適当の場合 

認定不適 
当の場合 

現地確認が不要な場合 

現地確認が必要な場合

  

不認定通知 

別紙２ 



認定基準の各取組の審査方針 

 
取     組 審査方針 

ゼロエミッション自動

車の導入 

・別紙様式第１により事業所に導入されている自動車の一覧表を提出さ

せるとともに、ＥＶ・ＰＨＶ・ＦＣＶについては、車検証の写しで確

認を行う。 
・事業所に導入されている自動車の一覧については、特種車及び特殊車

を除くものとする。 
・別紙様式第２により過去３年間に導入した自動車の一覧表を提出させ

るとともに、ＥＶ・ＰＨＶ・ＦＣＶについては、車検証の写しで確認

を行う。 
・導入した自動車の一覧については、特種車及び特殊車を除くものとす

る。 

電動車の導入 

・別紙様式第２により過去３年間に導入した自動車の一覧表を提出させ

るとともに、電動車については、車検証の写しで確認を行う。 
・過去３年間に導入した自動車の一覧については、特種車及び特殊車を

除くものとする。 
ＥＶ・ＰＨＶ・ＦＣＶ

タクシー、ＥＶ・ＰＨ

Ｖ・ＦＣＶカーシェア

リングの導入 

・ＥＶ・ＰＨＶ・ＦＣＶタクシー若しくはＥＶ・ＰＨＶ・ＦＣＶカーシ

ェアリングに導入されている自動車の一覧表を提出させるとともに、

車検証の写しで確認を行う。 

電気バスや燃料電池バ

ス、電気トラックや燃

料電池トラック、燃料

電池フォークリフトの

導入 

・導入されている電気バス等の一覧表を提出させてとともに、車検証の

写しで確認を行う。 

ＥＶ・ＰＨＶ・ＦＣＶ

に対する料金割引制度 
・提出された規約類で実施の確認を行う。 

ＥＶ・ＰＨＶ・ＦＣＶ

での配送制度 
・提出された書類で実施及び実績の確認を行う。 

共同輸配送制度 ・提出された規約類で実施の確認を行う。 

一般開放されたＥＶ・

ＰＨＶ用充電設備の設

置 

・充電設備は、ＥＶ又はＰＨＶのための専用設備であること。 
・充電設備は、急速充電設備、普通充電設備を問わない。 
・自家用で使用しても可であるが、対外的に開放している必要がある。 
・充電設備の使用料金は、有料・無料を問わない。 
・再生可能エネルギー設備の接続は図面により確認する。 

従業員向けＥＶ・ＰＨ

Ｖ用充電設備の設置 

・充電設備は、ＥＶ又はＰＨＶのための専用設備であること。 
・充電設備は、急速充電設備、普通充電設備を問わない。 
・従業員用で使用することを目的とし、対外的に開放している必要はな

い。 
・充電設備の使用料金は、有料・無料を問わない。 
・再生可能エネルギー設備の接続は図面により確認する。 

別紙３ 



燃料電池自動車用の充

填設備の設置 

・充填設備は、ＦＣＶ（燃料電池自動車）のための専用設備である。 
・対外的に開放している必要はない。（自家用のみでも可） 
・充填設備を対外的に開放している場合の使用料金は、有料・無料を問

わない。 
・再生可能エネルギー由来水素の製造又は購入については図面や契約書

等で確認する。 

公共交通機関の利用促

進等 

・すべての従業員を対象とする。 
・主要な公共交通機関の駅（停留所）は、事業所の近くにあっても従業

員がほとんど利用しない駅（停留所）は除外し、最も社員が利用する

駅（停留所）あるいは送迎用バスが発着する駅とする。 
・概ね 10割とは、９割５分以上とする。 

パーク・アンド・ライ

ド用駐車場の提供 

・提出された規約類で実施の確認を行う。 

・利用者がパーク・アンド・ライド用、若しくはＥＶ・ＰＨＶ対応型の

駐車場であると理解できるように表示等がされていれば専用のスペ

ースである必要はない。 

その他の地球温暖化対

策に資する取組 

・太陽光発電設備を始めとする再生可能エネルギー設備やＥＭＳ（エネ

ルギーマネジメントシステム）、定置用蓄電池（再生品を含む。）、充

放電設備を対象とし、その他の設備については個別審査とする。 
・再生可能エネルギー設備はおおむね４kＷ以上の発電容量のものを想

定し、一般開放されたＥＶ・ＰＨＶ用充電設備や従業員向けＥＶ・Ｐ

ＨＶ用充電設備に接続されたものを除くものとする。 

・蓄電池の設置とは、設置そのものが非常用発電や再生可能エネルギー

の活用を目的としている定置用蓄電池を対象とし、ハイブリッド自動

車等用バッテリーからの再生利用による蓄電池も対象とする。 

・充放電設備の設置とは、設置そのものが非常用発電や事業所における

地球温暖化対策等を目的としているものを対象とする。 

 



（別紙様式第１） 

事業所に導入されている自動車一覧表 

 

車 種 区 分 台  数 

電気自動車 ① 台  

プラグインハイブリッド自動車 ② 台  

燃料電池自動車 ③ 台  

上の区分に当てはまらない自動車 ④ 台  

合 計 台 数 ⑤ 台  

ＥＶ・ＰＨＶ・ＦＣＶ台数 ⑥＝①+②+③ 台  

ＥＶ・ＰＨＶ・ＦＣＶ割合※ （⑥/⑤） ％  

 

※：ＥＶ・ＰＨＶ・ＦＣＶ割合は、小数点第１位以下切捨としてください。 

（例：15.5％→15％） 

 

 

 



（別紙様式第２） 

過去３年間に導入した自動車一覧表 

 

車 種 区 分 台  数 

電気自動車 ① 台  

プラグインハイブリッド自動車 ② 台  

燃料電池自動車 ③ 台  

ハイブリッド自動車 ④ 台  

上の区分に当てはまらない自動車 ⑤ 台  

合 計 台 数 ⑥ 台  

ＥＶ・ＰＨＶ・ＦＣＶ導入台数 ⑦＝①+②+③ 台  

ＥＶ・ＰＨＶ・ＦＣＶ導入割合※ （⑦/⑥） ％  

電動車導入台数 ⑧＝①+②+③+④ 台  

電動車導入割合※ （⑧/⑥） ％  

 

※：ＥＶ・ＰＨＶ・ＦＣＶ導入割合及び電動車導入割合は、小数点第１位以下切捨としてください。 

（例：15.5％→15％） 

 

 

 

 

 



（別紙様式第３） 

従業員の主たる通勤方法の内訳表 

 

主たる通勤方法※１ 人  数 
公共交通機関、自転車、 

徒歩等の従業員数合計 ② 

公共

交通

機関 

鉄      道   人  

 人  

路 線 バ ス   人  

送迎用バス  人  

自 転 車   人  

徒 歩   人  

上の区分以外の通勤方法 

（自家用車、自動二輪、原付等） 
  人  

全従業員に占める公共交通

機関、自転車、徒歩の従業員

の割合※２（②／①） 

合   計 ①    人   割  

 

※１：自宅から事業所まで、複数の手段により通勤を行っている場合、主たる通勤方法は、最も移動距

離が長いものとしてください。 

   例：自宅－(自転車 0.5km)－Ａ駅、Ａ駅－(鉄道 15km)－Ｂ駅、Ｂ駅－(徒歩 0.4km)－事業所 

     の場合は鉄道としてください。 

※２：全従業員に占める公共交通機関、自転車、徒歩の従業員の割合は、小数点第２位以下切捨として

ください。（例：9.55割→9.5割） 

 


